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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第73期中 第74期中 第75期中 第73期 第74期

会計期間

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成23年
　　４月１日
至　平成23年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成23年
　　３月31日

売上高 (千円) 13,188,28910,497,79612,152,51127,315,67424,639,310

経常利益 (千円) 444,852 6,587 108,703 796,182 73,143

中間(当期)純利益または中間
純損失（△）

(千円) △190,733 △44,304 140,130 786,483 62,198

持分法を適用した場合の投資
利益

(千円) ─ ― ― ― ―

資本金 (千円) 4,694,6124,694,6124,694,6124,694,6124,694,612

発行済株式総数 (千株) 20,861 20,861 20,861 20,861 20,861

純資産額 (千円) 11,687,22112,575,47712,791,10212,660,18212,682,774

総資産額 (千円) 18,384,47420,816,01921,472,04521,042,21822,500,310

１株当たり純資産額 (円) 631.14 679.16 690.82 683.70 684.97

１株当たり中間(当期)純利益
または中間純損失（△）

(円) △10.30 △2.39 7.56 42.47 3.36

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益

(円) ─ ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ─ ― ― 1.0 2.0

自己資本比率 (％) 63.6 60.4 59.5 60.2 56.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 262,409 2,009,872△826,280 2,014,9542,865,517

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 258,437 288,573 △20,222 175,768 △476,527

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 81,435 △18,564 △39,270 △67,249 △160,808

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 6,004,1869,805,2598,867,7847,525,3779,753,558

従業員数 (名) 349 354 342 346 344

(注) １　売上高には、消費税等は含んでおりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、第73期までは関連会社の重要性が乏しいため、第74期中以降は

関連会社がないため、記載を省略しております。

４　中間連結財務諸表または連結財務諸表を作成していないため、主要な経営指標等の推移の連結経営指標等は記

載しておりません。

５　第74期の１株当たり配当額には、創業90周年記念配当１円を含んでおります。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成23年９月30日現在

従業員数(人) 342

(注)　従業員数は就業人員であり、非常勤顧問、非常勤嘱託は含んでおりません。

　

(2) 労働組合の状況

藤木工務店労働組合と称し、昭和49年９月５日に結成され、平成23年９月30日現在の組合員数は146人

であり、上部団体日本建設産業職員労働組合協議会に加入しております。

労使関係は、結成以来円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間のわが国の経済は、新興国の経済成長に牽引され穏やかな改善傾向が見られたものの、

ギリシャを発端とした欧州財政不安や、アメリカ経済の低迷、東日本大震災の影響による生産活動の低下

など、なお多く景気低迷の要因があり、景気の先行きが懸念される状況となりました。

建設業界におきましては、東日本大震災の復興に向けた建設需要が加わり、受注総額は増加傾向にある

ものの、景気先行きの不透明感から建設投資の停滞は依然として続いており、企業間の激化する受注競争

により経営環境は一層厳しい状況で推移しました。　

このような状況の中、当社におきましては、量より質に更に重点を置くために、『業務の効率化』、『現

場主義』を掲げ、『顧客満足・ものづくりに執着する』ことをテーマに、『３つの品質』（ハードの品質

・ソフトの品質・会社の品質）を更に向上させ、業績の向上と強固な経営基盤の確立に取り組んできま

した。

その結果、当中間会計期間の業績は以下の通りとなりました。

　売上高121億52百万円（前年同期比15.8％増）、営業利益83百万円（前年同期は△13百万円）、経常利益

１億８百万円（前年同期は６百万円）、中間純利益１億40百万円（前年同期は△44百万円）となりまし

た。

セグメント別の業績は次のとおりです。

 （建設事業）

　建設事業の売上高につきましては、119億42百万円で前年同期比16.2％増となりましたが、工事損失引当

金の積み増しにより、25百万円の営業損失（前年同期は△１億45百万円）となりました。

（不動産事業）

　賃貸事業を中心とする不動産事業の売上高は、２億10百万円で前年同期比6.2％減となり、営業利益は１

億８百万円（前年同期は１億32百万円）となりました。
　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、営業活動により８

億26百万円減少、投資活動により20百万円減少、財務活動により39百万円減少したことにより、前事業年

度末の残高に比べ８億85百万円（9.8％減）の減少となりました。　
　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少があったものの、仕入債務の減少、未成工事支出

金の増加により８億26百万円の資金の減少（前年同期は20億９百万円の増加）となりました。
　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得や定期預金への預入等により20百万円の資

金の減少（前年同期は２億88百万円の増加）となりました。
　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金支払などにより、39百万円の資金の減少（前年同期は18

百万円の減少）となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注高

(単位：百万円)

セグメントの名称
前中間会計期間

(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

増減(△) 増減率(△)

建設事業 10,742 12,078 1,336 12.4％

合計 10,742 12,078 1,336 12.4％

(注) １　建設事業以外は受注生産を行っておりません。

　

(2) 売上高

(単位：百万円)

セグメントの名称
前中間会計期間

(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

増減(△) 増減率(△)

建設事業 10,273( 97.9％) 11,942( 98.3％) 1,668 16.2%

不動産事業 224(  2.1％) 210(　1.7％) △13 △6.2%

合計 10,497(100.0％) 12,152(100.0％) 1,654 15.8%

(注) １　生産実績を定義することが困難なため「生産の状況」は記載しておりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 次期繰越高

(単位：百万円)

セグメントの名称
前中間会計期間

(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

増減(△) 増減率(△)

建設事業 19,265 20,097 832 4.3%

合計 19,265 20,097 832 4.3%

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　報告セグメントは前中間会計期間で開示した事業区分と同一のため、前年同期比を記載しております。
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３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じ

た課題はありません。
　

４ 【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」のほかに発生した、投資者の判断に重要な

影響を及ぼす可能性のある事項は以下のとおりであります。

　下記の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

工事契約当事者である元請会社と工事協力施工協定を締結して当社が施工協力を行った工事について、

元請会社は施主からの請負代金の回収が不能となったことを理由として、当社が施工した工事の代金８億

55百万円の支払を行っておらず、当社の債権の回収が遅延しております。当社は正当な論拠をもって元請会

社に工事代金の支払を要求しておりますが、双方の主張が相違している状況にあり、今後の推移によっては

当社の業績に影響を与える可能性があります。
　

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。
　

６ 【研究開発活動】

特記事項はありません。
　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）財政状態の分析

　 ①流動資産

当中間会計期間末における流動資産残高は163億90百万円であり、前事業年度末に比べ７億26百万

円減少（4.2％減）しました。この主な要因は、その他流動資産が２億76百万円増加、未成工事支出金

が２億42百万円増加したものの、現金預金及び現先取引貸付金が８億75百万円減少、完成工事未収入

金が４億52百万円減少したことによるものです。
　

　 ②固定資産

当中間会計期間末における固定資産残高は50億81百万円であり、前事業年度末に比べ３億１百万

円減少（5.6％減）しました。この主な要因は、長期貸付金が３億１百万円減少したことによるもの

です。　
　

　 ③流動負債

当中間会計期間末における流動負債残高は62億61百万円であり、前事業年度末に比べ11億44百万

円減少（15.4％減）しました。この主な要因は、工事損失引当金が99百万円増加しましたが、工事未

払金が10億49百万円減少、未成工事受入金が１億88百万円減少したことによるものです。
　

　 ④固定負債

当中間会計期間末における固定負債残高は24億19百万円であり、前事業年度末に比べ７百万円増

加（0.3％増）しました。この主な要因は、退職給付引当金が７百万円増加したためです。
　

　 ⑤純資産

当中間会計期間末における純資産残高は127億91百万円であり、前事業年度末に比べ１億８百万円

増加（0.9％増）しました。この主な要因は、利益剰余金が１億３百万円増加したためです。
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（2）キャッシュ・フローの分析

　 ①営業活動によるキャッシュ・フロー

当中間会計期間における営業活動により、８億26百万円の資金が減少しております（前年同期は

20億９百万円の増加）。この主な要因は、売上債権の減少４億24百万円などによる資金増加があった

ものの、仕入債務の減少10億49百万円や未成工事支出金の増加２億42百万円などによる資金減少が

あったことによるものです。
　

　 ②投資活動によるキャッシュ・フロー

当中間会計期間における投資活動により、20百万円の資金が減少しております（前年同期は２億

88百万円の増加）。この主な要因は、定期預金への預入による支出が10百万円、有形固定資産の取得

による支出が9百万円あったことによるものです。
　

　 ③財務活動によるキャッシュ・フロー

当中間会計期間における財務活動により、39百万円の資金が減少しております（前年同期は18百

万円の減少）。この主な要因は、配当金の支払が37百万円あったことによるものです。
　

（3）経営成績の分析

当中間会計期間の売上高は121億52百万円となり、前中間会計期間に比べ16億54百万円増加

（15.8％増）しました。この主な要因は、不動産事業の売上高が13百万円減少したものの、建設事業

の売上高が前期繰越高の増加と当期受注高の増加により、16億68百万円増加したことによるもので

す。

売上総利益は、８億21百万円（売上利益率6.8％）となり、前中間会計期間に比べ80百万円増加

（10.8％増）しました。この主な要因は、建設事業におきましては、売上高の増加により、完成工事総

利益が１億４百万円増加したことによるものです。一方で、不動産事業におきましては、賃貸率の低

下による不動産事業売上高の減少にともない、不動産事業総利益が24百万円減少したことによるも

のです。

販売費及び一般管理費は７億37百万円となり、前中間会計期間に比べ16百万円減少（2.2％減）し

ました。これは、当中間会計期間において貸倒引当金の戻し入れが23百万円発生したことによるもの

です。

この結果、営業利益は83百万円、経常利益は１億８百万円（経常利益率0.9％）となり、前中間会計

期間に比べ営業利益（前中間会計期間は営業損失13百万円）は96百万円、経常利益は１億２百万円

の増加となりました。また、中間純利益は１億40百万円（前中間会計期間は中間純損失44百万円）と

なり、前中間会計期間に比べ１億84百万円増加しました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間に以下の資産を更新取得いたしました。

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員
数
(人)建物及び構築物

土地
リース資産 合計

(面積㎡)

本社・大阪本店

（大阪市中央区）
建設事業・管理部門 ブレードサーバー ー

ー

 ( ー )
11,160 11,160 93

　

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計期

間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 49,000,000

計 49,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年12月　日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,861,00020,861,000非上場
単元株式数は1,000株であり
ます。

計 20,861,00020,861,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年４月１日～
平成23年９月30日

― 20,861,000 ― 4,694,612 ― ―
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(6) 【大株主の状況】
平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

藤　木　玄　三 大阪府豊中市 3,075 14.74

有限会社三榮物流研究所 大阪市中央区常磐町２－１－１ 1,505 7.22

倉敷紡績株式会社 大阪市中央区久太郎町２－４－31 1,006 4.82

株式会社クラレ 岡山県倉敷市酒津1621 943 4.52

株式会社中国銀行 岡山県岡山市北区丸の内１－15－20 664 3.18

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 576 2.76

川　手　利　之 大阪府豊中市 499 2.39

奥　村　哲　夫 岐阜県岐阜市 394 1.89

藤　木　龍　三 大阪府豊中市 315 1.51

石　田　春　久 兵庫県芦屋市 271 1.30

計 ― 9,250　

(注) １　上記のほか、自己株式が2,345千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合11.24％）あります。
２　上記のほか、証券保管振替機構名義の株式数991千株があります。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,345,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,218,000
　

18,218 ―

単元未満株式 普通株式 298,000
　

― ―

発行済株式総数 20,861,000― ―

総株主の議決権 ― 18,218 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が991,000株（議決権991個）含まれてお
ります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式306株及び証券保管振替機構名義の株式600株が含ま
れております。

　

② 【自己株式等】
平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
　㈱藤木工務店

大阪市中央区備後町
１－７－10

2,345,000― 2,345,000 11.24

計 ― 2,345,000― 2,345,000 11.24

　

２ 【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。
　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号) に基づいて作成しており、「建設業法施行規則」 (昭和24年建設省令第14号) に準じて記載して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(平成23年４月１日から平成23

年９月30日まで)の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより中間監査を受けております。

　

３　中間連結財務諸表について

当社は子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当中間会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 7,861,345 8,985,171

受取手形 802,793 830,773

完成工事未収入金 5,373,682 4,921,170

販売用不動産 59,135 48,866

未成工事支出金 421,641 663,841

現先取引貸付金 1,999,600 －

繰延税金資産 105,195 170,505

その他 495,695 772,201

貸倒引当金 △1,900 △1,800

流動資産合計 17,117,188 16,390,731

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,302,723 1,282,124

土地 840,063 843,775

その他（純額） 75,709 80,261

有形固定資産合計 ※1, ※2
 2,218,495

※1, ※2
 2,206,160

無形固定資産 71,800 80,230

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 811,007

※2
 815,669

出資金 1,275 1,375

長期貸付金 337,666 36,207

破産更生債権等 562 562

長期未収入金 1,766,135 1,762,795

繰延税金資産 146,268 144,913

その他 1,031,101 1,031,191

貸倒引当金 △1,001,192 △997,791

投資その他の資産合計 3,092,824 2,794,923

固定資産合計 5,383,121 5,081,314

資産合計 22,500,310 21,472,045

EDINET提出書類

株式会社藤木工務店(E00253)

半期報告書

12/38



(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当中間会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

工事未払金 5,944,390 4,894,961

未払法人税等 67,382 95,654

未成工事受入金 848,834 660,780

賞与引当金 141,981 203,095

完成工事補償引当金 32,700 32,200

工事損失引当金 62,818 162,100

その他 307,664 212,922

流動負債合計 7,405,772 6,261,714

固定負債

長期未払金 786,830 786,830

資産除去債務 22,591 22,790

退職給付引当金 1,472,251 1,479,354

その他 130,090 130,252

固定負債合計 2,411,763 2,419,228

負債合計 9,817,535 8,680,943

純資産の部

株主資本

資本金 4,694,612 4,694,612

利益剰余金

利益準備金 3,703 7,406

その他利益剰余金

別途積立金 8,006,000 8,006,000

繰越利益剰余金 84,657 184,053

利益剰余金合計 8,094,361 8,197,460

自己株式 △119,377 △119,377

株主資本合計 12,669,596 12,772,695

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13,178 18,406

評価・換算差額等合計 13,178 18,406

純資産合計 12,682,774 12,791,102

負債純資産合計 22,500,310 21,472,045

EDINET提出書類

株式会社藤木工務店(E00253)

半期報告書

13/38



②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 10,497,796 12,152,511

売上原価 9,756,723 11,331,242

売上総利益 741,072 821,269

販売費及び一般管理費 754,187 737,524

営業利益又は営業損失（△） △13,114 83,745

営業外収益

受取利息 8,129 13,766

その他 15,642 13,094

営業外収益合計 23,771 26,860

営業外費用

支払利息 2,729 802

その他 1,340 1,099

営業外費用合計 4,070 1,902

経常利益 6,587 108,703

特別利益 ※2
 26,611 －

特別損失 ※3
 29,667

※3
 3,238

税引前中間純利益 3,531 105,465

法人税、住民税及び事業税 31,310 32,633

法人税等調整額 16,525 △67,299

法人税等合計 47,836 △34,665

中間純利益又は中間純損失（△） △44,304 140,130
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,694,612 4,694,612

当中間期末残高 4,694,612 4,694,612

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 1,851 3,703

当中間期変動額

剰余金の配当 1,852 3,703

当中間期変動額合計 1,852 3,703

当中間期末残高 3,703 7,406

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 7,256,000 8,006,000

当中間期変動額

別途積立金の積立 750,000 －

当中間期変動額合計 750,000 －

当中間期末残高 8,006,000 8,006,000

繰越利益剰余金

当期首残高 792,827 84,657

当中間期変動額

別途積立金の積立 △750,000 －

剰余金の配当 △20,368 △40,734

中間純利益又は中間純損失（△） △44,304 140,130

当中間期変動額合計 △814,672 99,395

当中間期末残高 △21,845 184,053

利益剰余金合計

当期首残高 8,050,679 8,094,361

当中間期変動額

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △18,516 △37,031

中間純利益又は中間純損失（△） △44,304 140,130

当中間期変動額合計 △62,820 103,098

当中間期末残高 7,987,858 8,197,460

自己株式

当期首残高 △119,300 △119,377

当中間期変動額

自己株式の取得 △47 －

当中間期変動額合計 △47 －

当中間期末残高 △119,347 △119,377
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

株主資本合計

当期首残高 12,625,991 12,669,596

当中間期変動額

剰余金の配当 △18,516 △37,031

中間純利益又は中間純損失（△） △44,304 140,130

自己株式の取得 △47 －

当中間期変動額合計 △62,867 103,098

当中間期末残高 12,563,122 12,772,695

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 34,190 13,178

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△21,835 5,228

当中間期変動額合計 △21,835 5,228

当中間期末残高 12,354 18,406

純資産合計

当期首残高 12,660,182 12,682,774

当中間期変動額

剰余金の配当 △18,516 △37,031

中間純利益又は中間純損失（△） △44,304 140,130

自己株式の取得 △47 －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△21,835 5,228

当中間期変動額合計 △84,702 108,327

当中間期末残高 12,575,477 12,791,102
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 3,531 105,465

減価償却費 26,949 29,542

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,611 △3,500

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 1,390 △500

退職給付引当金の増減額（△は減少） △11,105 7,103

賞与引当金の増減額（△は減少） △79,314 61,114

工事損失引当金の増減額（△は減少） 85,600 99,282

受取利息及び受取配当金 △12,115 △19,542

支払利息 2,729 802

固定資産除売却損益（△は益） 15 27

投資有価証券評価損益（△は益） 20,564 3,211

売上債権の増減額（△は増加） 2,200,794 424,531

未成工事支出金の増減額（△は増加） △210,272 △242,200

販売用不動産の増減額（△は増加） － 10,268

その他の流動資産の増減額（△は増加） 163,807 △12,224

仕入債務の増減額（△は減少） △441,832 △1,049,428

未成工事受入金の増減額（△は減少） 327,936 △188,054

その他の流動負債の増減額（△は減少） 3,022 △100,742

その他 △9,137 42,529

小計 2,068,951 △832,315

利息及び配当金の受取額 10,793 19,104

利息の支払額 △1,466 △802

法人税等の支払額 △68,405 △12,266

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,009,872 △826,280

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △10,000

有形固定資産の取得による支出 △3,632 △9,943

有形固定資産の売却による収入 440,368 －

投資有価証券の取得による支出 △116,724 －

貸付けによる支出 △1,700 －

貸付金の回収による収入 22,683 1,573

その他 △52,421 △1,853

投資活動によるキャッシュ・フロー 288,573 △20,222
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △2,239

配当金の支払額 △18,517 △37,031

自己株式の取得による支出 △47 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △18,564 △39,270

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,279,881 △885,773

現金及び現金同等物の期首残高 7,525,377 9,753,558

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 9,805,259

※1
 8,867,784
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【重要な会計方針】

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

販売用不動産

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

未成工事支出金

個別法による原価法

(2) 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

　

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

建物及び構築物については定額法、建物及び構築物以外については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　10～50年

建物及び構築物以外　３～15年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア(自社利用)については、社内における利用可能期間(３～５年)に基づく定額法を採

用しております。

(3) 長期前払費用

定額法を採用しております。

(4) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産はリース期間を耐用年数とし残存価額をゼロと

して算定する定額法

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につきま

しては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理を引き続き採用しています。

　

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。
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(3) 完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため当中間会計期間末に至る１年間の完成工事高に対する将

来の見積補償額に基づいて計上しております。

(4) 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当中間会計期間末手持工事のうち損失が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積もることができる工事について損失見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

　
４　収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の認識基準

当中間会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗見積りは原価比例法）により、その他の工事については工事完成基準を適用しておりま

す。

　
５　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

　
６　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理の方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

なお、仮払消費税等と仮受消費税等は相殺し中間貸借対照表上流動資産の「その他」に含めて表示し

ております。

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しておりま

す。
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

※１　資産の金額から直接控除している減価償却累計額の額
　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当中間会計期間
(平成23年９月30日)

有形固定資産の
減価償却累計額

972,285千円 997,662千円

　
※２　担保提供資産

前事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

投資有価証券20,069千円を宅地建物取引業営業保証金として供しております。また、株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行との「売掛活用ファシリティ契約」（当座貸越枠13億円）に基づき、建物758,412千円およ

び土地287,500千円を担保として供しております。

　
当中間会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

投資有価証券20,538千円を宅地建物取引業営業保証金として供しております。また、株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行との「売掛活用ファシリティ契約」（当座貸越枠13億円）に基づき、建物　　　 748,945千円

および土地287,500千円を担保として供しております。 

　
　３　偶発事象

当中間会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

工事契約当事者である元請会社と工事協力施工協定を締結して当社が施工協力を行った工事につい

て、元請会社は施主からの請負代金の回収が不能となったことを理由として、当社が施工した工事の代

金855,861千円の支払を行っておらず、当社の債権の回収が遅延しております。当社は正当な論拠を

もって元請会社に工事代金の支払を要求しておりますが、双方の主張が相違している状況にあり、今後

の推移によっては当社の業績に影響を与える可能性があります。

　
(中間損益計算書関係)

　１ 減価償却実施額
　

　
前中間会計期間

(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

有形固定資産 25,347千円 26,811千円

無形固定資産 1,601千円 2,730千円

　
※２　特別利益の主なもの
　

　
前中間会計期間

(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

受取弁済金 14,395千円 ―千円

貸倒引当金戻入益 12,216千円 ―千円

　
※３ 特別損失の主なもの
　

　
前中間会計期間

(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

投資有価証券評価損 20,564千円 3,211千円

資産除去債務会計基準の
適用に伴う影響額

9,087千円 ―千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 20,861,000 ― ― 20,861,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 2,343,769 937 ― 2,344,706

　　　（変動事由の概要）

　　　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　937株

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 18,517 1円 平成22年３月31日 平成22年６月28日

　

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 20,861,000 ― ― 20,861,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 2,345,306 ― ― 2,345,306

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 37,031 2円 平成23年３月31日 平成23年６月29日

　

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　

　

前中間会計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成23年４月１日

至　平成23年９月30日)

現金預金勘定 9,705,259千円 8,985,171千円

譲渡性預金(有価証券勘定) 100,000千円 ―千円

預入期間３か月超の定期預金 ―千円 △117,386千円

現金及び現金同等物 9,805,259千円 8,867,784千円

　
(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引(借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　前事業年度（平成23年３月31日）及び当中間会計期間（平成23年９月30日）

　　①リース資産の内容

　　　（ア）有形固定資産　主として、管理部門における事務機器（備品）等であります。

　　　（イ）無形固定資産　ソフトウエアであります。

　　②リース資産の減価償却の方法

　　　重要な会計方針「２　固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　
リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

前事業年度(平成23年３月31日)
　

　
有形固定資産

(車両運搬具)

有形固定資産

(備品)
合計

取得価額相当額 4,980千円 32,326千円 37,306千円

減価償却累計額相当額 4,790千円 29,395千円 34,186千円

期末残高相当額 189千円 2,930千円 3,119千円
　

当中間会計期間(平成23年９月30日)
　

　
有形固定資産

(車両)

有形固定資産

(備品)
合計

取得価額相当額 4,980千円 20,952千円 25,932千円

減価償却累計額相当額 4,927千円 19,096千円 24,024千円

中間期末残高相当額 52千円 1,855千円 1,907千円
　

(2) 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額
　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)

当中間会計期間

(平成23年９月30日)

１年以内 5,166千円 4,273千円

１年超 2,793千円 698千円

合計 7,960千円 4,971千円
　

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額
　

　

前中間会計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成23年４月１日

至　平成23年９月30日)

支払リース料 5,113千円 2,988千円

減価償却費相当額 2,560千円 1,212千円
　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として定率法により計算した減価償却費相当額に10/9を

乗じた額を計上する方法によっております。
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２　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料（貸主側）
　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)

当中間会計期間

(平成23年９月30日)

１年以内 20,700千円 20,700千円

１年超 198,375千円 188,025千円

合計 219,075千円 208,725千円
　

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料（借主側）
　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)

当中間会計期間

(平成23年９月30日)

１年以内 8,852千円 8,852千円

１年超 40,981千円 37,292千円

合計 49,833千円 46,145千円
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(金融商品関係)
前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）
　平成23年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につきまして
は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めてお
りません。

　 　 　 (単位：千円）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 7,861,345 7,861,345 ―

（2）受取手形 802,793　 　

　　 貸倒引当金（*1） △224　 　

　 802,568 802,568 ―

（3）完成工事未収入金 5,373,682　 　

　　 貸倒引当金（*1） △1,504　 　

　 5,372,178 5,372,178 ―

（4）現先取引貸付金 1,999,600 1,999,600 ―

（5）未収入金 308,528　 　

　　 貸倒引当金（*1） △86　 　

　 308,442 308,442 ―

（6）有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　　 その他有価証券 532,751 532,751 ―

（7）長期貸付金 340,815　 　

　　 貸倒引当金（*1） △20,145　 　

　 320,669 320,836 167

（8）長期未収入金 1,766,135　 　

　　 貸倒引当金（*1） △980,493　 　

　 785,641 785,641 ―

（9）長期預金 600,000 534,551 △65,448

資産計 18,583,19718,517,916 △65,281

（1）工事未払金 5,944,390 5,944,390 ―

負債計 5,944,390 5,944,390 ―

　（*1）各資産項目に計上している貸倒引当金を控除しております。
　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
　（1）現金及び預金、及び（4）現先取引貸付金

短期の預金及び現先取引貸付金につきましては、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

　（2）受取手形及び（3）完成工事未収入金、及び（5）未収入金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額の決済までの期間及び信用リスクを
加味した利率により割り引いた現在価値によっております。
　なお、時価は、個別に計上している貸倒引当金を控除して算定しております。

　　（6）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格または、取引金融
機関から提示された価格によっております。
　保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、（有価証券関係）注記を参照ください。

　　（7）長期貸付金（１年以内回収予定額を含む）及び（8）長期未収入金
当社では、これらの時価の算定は、一定の期間ごとに区分し、その将来キャッシュ・フローを国債の
利回り等の適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しており
ます。
　また、貸倒懸念債権については、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定しております。

　　（9）長期預金
長期預金につきましては、予想される元利金の合計額を新規に同様の運用を行った場合に想定され
る預金利率等で割り引いて算定する方法等によっております。
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負債

　　（1）工事未払金
これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

デリバティブ取引
　（デリバティブ取引関係）注記を参照ください。

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　 （単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 278,256

長期未払金 786,830

非上場株式は時価を把握することが極めて困難と認められることから、また、長期未払金は精算時期が
特定されておらず時価の算定が困難なため、それぞれ時価開示の対象としておりません。

　

当中間会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)
金融商品の時価等に関する事項
平成23年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につきましては、次のとおり
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません
（（注２）参照）。

　 　 　 (単位：千円）

　 中間貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 8,985,171 8,985,171 ―

（2）受取手形 830,773　 　

　　 貸倒引当金（*1） △232　 　

　 830,541 830,541 ―

（3）完成工事未収入金 4,921,170　 　

　　 貸倒引当金（*1） △1,377　 　

　 4,919,792 4,919,792 ―

（4）未収入金 294,408　 　

　　 貸倒引当金（*1） △82　 　

　 294,326 294,326 ―

（5）有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　　 その他有価証券 537,413 537,413 ―

（6）長期貸付金 (*2) 339,241　 　

　　 貸倒引当金（*1） △20,085　 　

　 319,156 319,407 251

（7）長期未収入金 1,762,795　 　

　　 貸倒引当金（*1） △977,153　 　

　 785,641 785,641 ―

（8）長期預金 600,000 544,400 △55,599

資産計 17,272,04317,216,695 △55,348

（1）工事未払金 4,894,961 4,894,961 ―

負債計 4,894,961 4,894,961 ―

　（*1）各資産項目に計上している貸倒引当金を控除しております。
   (*2) 長期貸付金には、従業員に対する長期貸付金を含めております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

　（1）現金及び預金

短期の預金につきましては、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　（2）受取手形及び（3）完成工事未収入金、及び（4）未収入金

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価が帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

　なお、時価は、個別に計上している貸倒引当金を控除して算定しております。

　　（5）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格または、取引金融

機関から提示された価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、（有価証券関係）注記を参照ください。

　　（6）長期貸付金（１年以内回収予定額を含む）及び（7）長期未収入金

当社では、これらの時価の算定は、一定の期間ごとに区分し、その将来キャッシュ・フローを国債の

利回り等の適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。

　また、貸倒懸念債権については、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定しております。

　　（9）長期預金

長期預金につきましては、予想される元利金の合計額を新規に同様の運用を行った場合に想定され

る預金利率等で割り引いて算定する方法等によっております。

負債

　　（1）工事未払金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

デリバティブ取引

　（デリバティブ取引関係）注記を参照ください。

　
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：千円）

区分 中間貸借対照表計上額

非上場株式 278,256

長期未払金 786,830

非上場株式は時価を把握することが極めて困難と認められることから、また、長期未払金は精算時期が

特定されておらず時価の算定が困難なため、それぞれ時価開示の対象としておりません。
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(有価証券関係)

前事業年度(平成23年３月31日)

１　その他有価証券

区分

第74期

貸借対照表計上額
(千円)

取得原価　　　　　(千円)
差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるも
の

株式 122,684 71,715 50,969

債券 　 　 　

　国債・地方債等 5,312 4,983 328

その他 122,368 122,193 175

小計 250,366 198,891 51,474

貸借対照表計上額が
取得原価を超えない
もの

株式 137,062 146,693 △9,630

債券 　 　 　

　国債・地方債等 14,757 14,992 △235

その他 130,565 150,000 △19,435

小計 282,384 311,686 △29,301

合計 532,751 510,578 22,173

当中間会計期間(平成23年９月30日)

１　その他有価証券

区分

第75期中

中間貸借対照表計上額
(千円)

取得原価　　　　　(千円)
差額
(千円)

中間貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株式 241,379 188,303 53,076

債券 　 　 　

　国債・地方債等 20,538 19,977 560

その他 ― ― ―

小計 261,917 208,281 53,636

中間貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

株式 25,850 26,893 △1,043

債券 　 　 　

　国債・地方債等 ― ― ―

その他 249,646 271,494 △21,847

小計 275,496 298,387 △22,891

合計 537,413 506,668 30,744

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間会計期間において

　　減損処理を行い、投資有価証券評価損3,211千円を計上しております。
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度末(平成23年３月31日)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。
　

当中間会計期間末(平成23年９月30日)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。
　

(ストック・オプション等関係)

前中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。
　

当中間会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

該当事項はありません。
　

(持分法損益等)

前中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。
　

当中間会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

該当事項はありません。

　
(資産除去債務関係)

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

資産除去債務の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　
当中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

資産除去債務の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(賃貸等不動産関係)

前事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日における時価及び当該

時価の算定方法は以下のとおりであります。

　 　 　 　 (単位：千円）

貸借対照表計上額

決算日における時価
当事業年度期首残高 当期増減額 当期末残高

2,134,945 △469,115 1,665,830 3,352,208

（注）1.貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2.主な変動

減少は、大阪市天王寺区の賃貸用不動産の売却（440,368千円）及び、賃貸用不動産の減価償却費

（28,746千円）によるものです。

3.時価の算定

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標を用いて調整を行ったものを

含む）であります。

　
当中間会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び当中間会計期間における主な変動並びに中間決算日にお

ける時価及び当該時価の算定方法

　 　 　 　 (単位：千円）

中間貸借対照表計上額

中間決算日における時価
当事業年度期首残高 当中間期増減額 当中間会計期間末残高

1,665,830 △14,423 1,651,407 3,158,045

（注）1.中間貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2.主な変動

減少は、賃貸用不動産の減価償却によるものです。

　　　3.時価の算定

　　　　主として「不動産鑑定評価基準」基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行

　　　ったものを含む）であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、建設事業及び不動産事業を主な内容としており、この２つを報告セグメントとしております。

各区分に属する主な事業の内容は以下のとおりであります。

建設事業　：建築・土木その他建設工事全般に関する事業

不動産事業：不動産の売買及び賃貸等に関する事業

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であ

ります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　 　 　 （単位:千円）

　 建設事業 不動産事業 計

売上高 　 　 　

　外部顧客への売上高 10,273,526 224,269 10,497,796

　セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ―

計 10,273,526 224,269 10,497,796

　セグメント利益または損失（△） △ 145,880 132,766 △ 13,114

　セグメント資産 19,023,4131,792,60620,816,019

　その他の項目 　 　 　

　　減価償却費 12,383 14,566 26,949

　　有形固定資産及び無形固定資産の増加額 3,432 ― 3,432
　

Ⅱ　当中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、建設事業及び不動産事業を主な内容としており、この２つを報告セグメントとしております。

各区分に属する主な事業の内容は以下のとおりであります。

建設事業　：建築・土木その他建設工事全般に関する事業

不動産事業：不動産の売買及び賃貸等に関する事業

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　 　 　 （単位:千円）

　 建設事業 不動産事業 計

売上高 　 　 　

　外部顧客への売上高 11,942,099 210,412 12,152,511

　セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ―

計 11,942,099 210,412 12,152,511

　セグメント利益または損失（△） △25,228 108,973 83,745

　セグメント資産 19,610,1931,861,85121,472,045

　その他の項目 　 　 　

　　減価償却費 15,022 14,519 29,542

　　有形固定資産及び無形固定資産の増加額 18,624 7,038 25,663
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【関連情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
　

２．地域ごとの情報

（1）売上高

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
　

（2）有形固定資産

　本邦以外の国又は地域に所在する在外支店がないため、該当事項はありません。
　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

　

Ⅱ　当中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
　

２．地域ごとの情報

（1）売上高

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
　

（2）有形固定資産

　本邦以外の国又は地域に所在する在外支店がないため、該当事項はありません。
　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため、記載はあ

りません。
　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。
　

当中間会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

該当事項はありません。
　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。
　

当中間会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

該当事項はありません。
　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。
　

当中間会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額
　

項目
前事業年度

(平成23年３月31日)
当中間会計期間
(平成23年９月30日)

１株当たり純資産額 684.97円 690.82円

　
１株当たり中間純利益
　

項目
前中間会計期間

(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

１株当たり中間純利益または
中間純損失（△）

△2.39円 7.56円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり中間純利益または中間純損失（△）については、潜在株式がないため記載しており

ません。

２　１株当たり中間純利益または中間純損失（△）の算定上の基礎
　

　
前中間会計期間

(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

中間純利益または中間純損失（△）(千円) △44,304 140,130

普通株主に帰属しない金額(千円) ――― ―――

普通株式に係る中間純利益または中間純損失
（△）(千円)

△44,304 140,130

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,516 18,515
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において近畿財務局長に提出した金融商品取引法

第25条第１項各号に掲げる書類

　

　 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第74期)

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

　 平成23年６月28日に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成23年12月16日
　

株式会社　藤木工務店

取締役会　御中
　

　
有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　井　　上　　嘉　　之　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　美　　馬　　和　　実　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社藤木工務店の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第75期事業年度の中間会計期間(平成23年４月１

日から平成23年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　
中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。

中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基

づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の

重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及

び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関

連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社藤木工務店の平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成23年４月１

日から平成23年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　
強調事項

注記事項（中間貸借対照表関係）３偶発事象に記載されているとおり、工事契約当事者である元請会社と工事協力施工

協定を締結して会社が施工協力を行った工事について、元請会社は施主からの請負代金の回収が不能となったことを理由

として、会社が施工した工事の代金855,861千円の支払を行っておらず、会社の債権の回収が遅延している。会社は正当な

論拠をもって元請会社に工事代金の支払を要求しているが、双方の主張が相違している状況にあり、今後の推移によって

は会社の業績に影響を与える可能性がある。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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